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はじめに  
 

 金融取引は経済市場の活性化に資する反面、実体経済に深刻な影響を及ぼすリスクをも伴っています。

その適切なコントロールなくして、経済の健全な発展は望めないと言ってよいでありましょう。 

 この講座は、複雑高度化する金融技術とさまざまな法的規制枠組との関連を考察し、金融実務で実際

に役立つ知識と技術の修得をめざそうとするものです。先端的金融取引に携わっておられる方あるいは強

い関心を抱いておられる方々に、立命館大学大学院法学研究科が提供するプログラムとなっています。 

 立命館大学は１９００年（明治３３年）京都で創立されました。法学分野ではとくに、法と社会の関

係、法の実際、法の現実的機能の探求を１つの伝統としてきています。この講座の趣旨もその伝統に沿う

ものです。わが国における金融と法の一大中心地、東京において展開されるものであること、授業が大垣

教授ほか金融と法のフロンティアにおける実務経験を有する講師によって行われ理論と実務の架橋を試み

るものとなること、そして、金融工学など先端的な取り組みのメリットを法のフレームワークとの関係に

おいて明らかにしようとするプログラムであること。このような点に、その独自の意義を見出していただ

くことができましょう。 

 「金融と法」東京講座は、法学研究科における高度専門職業人養成の教育カリキュラムの一環として

２００３年度から開始されました。今年で１０年目。２０１２年度は、これまでの経過をふまえ、内容の

一層の充実化を図って開講されます。勤務しながら学識を高めたいと希望される社会人を対象にしていま

すので、開講時間帯に配慮しています。また、科目等履修制度も導入しています。会場は、アクセスのよ

いＪＲ東京駅につながるサピアタワー８階「立命館東京キャンパス」。 

 この講座を通じて、有為の方々が金融取引分野の先端的な学際研究にふれ、より高度な専門知識を修

得して、社会の発展に貢献してゆかれることを願ってやみません。 

                                 立命館大学大学院 法学研究科長  

駒林 良則  
 

１０年目を迎え講義内容をさらに充実 
 

   「金融と法」東京講座は、金融工学に偏重しがちなファイナンス講座とは一線を画し、主として文科系

の素養を有する金融マンや法曹、金融に関わる公的セクターの担当者、あるいは、数理面だけの知識に飽

き足らない理数系金融マン等の社会人の皆さんが、金融ビジネスの最先端にあって、金融技術の本質を正

しく把握し、これを実際のビジネスに結びつけていくための視座を提供することを目的とした１年のディ

プロマコースです。2007年からは科目等履修生制度も導入し、本学はもちろん、在京の提携大学院におけ

る修士号獲得への道も開かれています。 

昨年は金融審議会において金融サービス業の中長期的な在り方に議論がなされ、顧客ニーズを踏まえた

新しい金融サービスの開発力が求められる時代になっています。基本テキストは過去９年間の実績を踏ま

え、教材やカリキュラムもこれまで通り新しい金融ビジネスモデルや戦略の発想と、これを支える具体的

な金融技術をバランスよく学べるよう工夫を凝らしました。次の時代の金融に向けた視点を受講生の皆さ

んと一緒に考えてみたいと思います。 

  本講座を通じて、ご一緒に「先の見えない」金融界をリードしていくため 

の生きた知識を学んで参りましょう。 

 

立命館大学大学院「金融と法」東京講座 責任者 

大垣 尚司 
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１．本講座の趣旨 
 

 金融工学に偏重しがちなファイナンス講座とは一線を画し、主として文科系の素養を有する金融マン

や法曹、次の時代に向けて新たな役割を探らんとする政府系金融機関の担当者や政策手段として金融技

術を活用された政府関係者、あるいは、数理面だけの知識に飽き足らない理数系金融マン等の社会人向

けに、金融ビジネスの最先端にあって、金融技術の本質を正しく把握し、これを実際のビジネスに結び

つけていくための視座を提供します。 

具体的には、金融の新しい動きを金融ビジネスの大きな流れの中に位置づけ、それを支える金融技術

の本質を多角的に検討します。特に、金融工学と並んで重要な役割を果たす法・制度・税制等について、

単に知識だけでなく、それらを先端の金融取引において活用するための発想を「リーガルエンジニアリ

ング（法技術）」というプロアクティブな視点から身につけることができるよう講義や演習を通じて多

角的な学習を行います。一方、文科系金融マンとして最低限身につけておくべき金融工学や保険数理等

については、水準は下げずに本質を理解できるように最先端の実務家から解説を受けた上で、これを実

際の取引や戦略立案にどのように活かすかという点にまでつなげて理解します。 

本講座の趣旨は、こうした一連の講義を通じて金融と法が社会でどのように関わり合っているかを総

合的に理解し、実社会で必要な生きた知識を身に付けることにあり、社会人教育の使命を担う立命館大

学大学院主催の公開講座として提供するものです。 

 

 

２．講義の内容  

 

A群・C群 「金融と法」基礎講座（前期） 

B群 金融工学と投資理論入門（前期） 

D群 金融と法演習（前期・後期） 

E群 金融技術の展開①（後期） 

F群 金融技術の展開②（後期） 

 

講義は、レクチャー方式を基本としますが、適宜、演習、ディスカッション方式を採り入れます。

実務講座講師の講義には主任教授（大垣）がコーディネーターとして常時参加します。 
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 ３．講 師 
 

＜主任教授＞ 

大垣 尚司（立命館大学大学院法学研究科教授、金融・法・税務研究センター所長） 

 

＜実務講座講師＞ （50音順） 

池森俊文 みずほ第一フィナンシャルテクノロジー株式会社代表取締役社長 

岡田秀樹  HSBC東京支店シニアバイスプレジデント 

岸本雄次郎 立命館大学法学研究科教授 

北山 慶 ムーディーズ ジャパン株式会社 代表取締役 

細川健 大和証券キャピタルマーケッツ企業提携第1部長、ニューヨーク州弁護士 

三木義一 青山学院大学法学部教授 

森 利博 立命館大学経営管理大学院教授 

山内恒人 SBIアクサ生命保険株式会社 執行役員、東京大学理学部数学科・慶應義塾大学理

工学部 非常勤講師 

渡邊健樹  ポールヘイスティングス法律事務所パートナー、ニューヨーク州弁護士 

   このほか、ＡＢＬについては金城亜紀関西外国語大学教授（元ゴードンブラザーズジャパン社長）に

ご協力いただきます。 

  ＊今後の調整で変更となる場合があります。 

 

 

４．テキスト 
 

基本講座： 

大垣尚司 『金融と法－企業ファイナンス入門－』（有斐閣、2010） 

大垣尚司 『金融から学ぶ民事法入門』（勁草書房、2012） 

 

その他： 

大垣尚司 『金融アンバンドリング戦略』（日本経済新聞社、2004）、 

大垣尚司 『電子債権』（日本経済新聞社、2005） 

  不動産証券化研究会 『基礎からよくわかる不動産証券化ガイドブック 

[改訂版]』（ぎょうせい、2008） 

  三木義一他 『よくわかる税法入門[第5版]』（有斐閣、2010） 

 

 

 

５．講座会場 

 

  東京都千代田区丸の内１丁目７番１２ サピアタワー８階 立命館東京キャンパス 

  ＊ＪＲ東京駅直結 
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６．開講期間と講義時間 
 

   開講期間（予定） 

           前期：2012年 4月7日（土）～  7月27日（金）まで 

 後期：2012年 10月5日（金）～ 12月15日（土）まで 

   ＊詳しくは別紙講義計画をご覧下さい。 

 各曜日の時間帯は下記のとおりです。 

水曜日・金曜日 １８：３０～２１：４０ 

土曜日     １３：００～１７：５０ 

 

やむをえない理由で休講する場合は、別途補講を行います。 

 

７．募集人員 

 

    ３５名程度 

＊科目等履修生コース        

＊ディプロマコース         

＊企業派遣（ディプロマコース）    

＜企業派遣の受講 テーマ毎での受講生の交代が可能です。１企業１枠当たり、受講延べコマ数は

前期・後期とも開講コマ数の２倍までとし、１講義あたりの受講人数は最大３名以内＞ 

 

８．受講資格 

 

   科目等履修生の場合、次のいずれかに該当する必要があります。ただし、ディプロマコース希望者

はこの限りではありません。 

① 大学を卒業した者（学士号を有する方） 

② 大学卒業と同等以上の学力があると研究科長が認めた者 

 

９．応募期間および応募方法 
 

＜応募期間＞  

２０１２年２月２２日（水）～３月１５日（木）まで（消印有効） 

＊応募申込期日に間に合わない場合や企業派遣についての詳細は事務局までご相談ください。 

＜応募方法＞  

別紙の応募用紙に必要事項を記入の上、以下の送付先に郵送してください。 

科目等履修生は、応募用紙の他に最終学歴の卒業証明書１枚も提出してください。 

   ＊応募用紙は以下の本学法学研究科ホームページからダウンロードできます。 
http://www.ritsumei.ac.jp/gsla/ 

＜応募用紙の送付先＞   

〒６０３-８５７７ 

    京都市北区等持院北町５６-１ 

立命館大学法学部事務室 法学研究科「金融と法」東京講座係宛 
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10．選考方法 

 

書類選考により決定します（選考料不要）。 

・本講座の科目に関心が高く、法学的知識を持っている方が望ましい。 

・現在または将来、官公庁・企業・弁護士事務所等で金融に関連した業務に従事する可能性や希望

のある方で、５～１０年程度の業務経験（金融外でも可）があることが望ましい。 

 

11．選考結果発表 
 

   ２０１２年３月２２日（木）に郵送にて連絡します。 

 

12．単位授与、受講証明証の授与 
 

     本講座の科目等履修生として所定のレポートを提出し、合格した方には、立命館大学法学研究

科での単位授与（最大１２単位まで）が可能です。 

また、ディプロマコース生を含めて、本講座の修了者に対して、立命館大学法学研究科「金融と

法」東京講座受講証明証を授与します。 

※ 科目等履修生 単位授与科目：「金融と法Ⅰ」（4単位）「金融と法（演習）」（4単位）「金融と法Ⅱ」（4単位） 
 

13．受講料等 
 

＊科目等履修生コース                348,000円 

※ 上記金額には金融・法・税務研究センター特別会員としての60,000円が含まれています。） 

※ 科目等履修生コースで１２単位を取得した場合は 2012 年度教育訓練給付制度の申請が可

能です。 

＊ディプロマコース                 267,000円 

＊企業派遣（ディプロマコース）  １企業１枠あたり 540,000円 

 

・納入方法（振込手続の詳細は、選考結果とともにお知らせします。） 

   ①科目等履修生コースおよびディプロマコース生の場合 

   ⅰ） 原則一括納入とします。３月２３日（金）～４月２日（月）までに、全納してください。 

   ⅱ） ２分割納入を希望される場合は、 

３月２３日（金）～４月２日（月）までに 

科目等履修生コース192,000円、ディプロマコース141,000円 

９月２１日（金）までに 

科目等履修生コース156,000円、ディプロマコース126,000円 

を納入してください。 

 

②企業派遣（ディプロマコース）の場合 

    原則、一括納入とします。４月２日（月）～４月２０日（金）までに、１枠につき 

540,000円を全納してください。 
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14．申込先・問合せ先 
 

    立命館大学法学部事務室 

大学院法学研究科「金融と法」東京講座係 

         〒６０３－８５７７ 京都市北区等持院北町５６－１ 

TEL：０７５－４６５－８１７５（直通） 

FAX：０７５－４６５－８１７６（直通） 

 

 

 

以 上 


